
Ⅰ 目標に向けた取組の進捗に関する評価

ⅰ）＋ⅱ）の平均値　 　　（2.4＋2.7）／2＝2.6 2.6

ⅰ）取組の進捗

目標値に対する実績に基づく進捗度（当年度実績）
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■ 地方公共団体による特記事項

ⅱ）取組の方向性に対する評価

専門家による評価の平均値 2.7

Ⅱ 支援措置の活用と地域独自の取組の状況に関する評価

ⅰ）、ⅱ）、ⅲ）の平均値 　　（2.3＋1.7）／2＝2.0 2.0

専門家による評価の平均値 2.3

専門家による評価の平均値 ―

専門家による評価の平均値 1.7

56%交流人口 2

・１つの評価指標に複数の数値目標がある場合は、各数値目標の評価を寄与度に応じて加重平均する。
　（例）評価指標１について、a、b、cという３つの数値目標があり、各数値目標の評点・寄与度がa：5･20%、b：4･10%、
　　　　c：3･70%の場合、5×0.2＋4×0.1＋3×0.7＝3.5で、四捨五入して評価指標１の評価は「４」となる。

※外部要因による数値への大幅な影響等があれば記載

ⅰ） 規制の特例措置を活用した事業等の評価

179% 5

評価指標毎の進捗の評価の平均値 （5×1＋4×0＋3×1＋2×1＋1×2）／5＝2.4

遊休農地面積 -229% 1

周遊観光入込 61% 3

総合特別区域の進捗に係る事後評価［観光立国・地域活性化（農林水産業）分野］

競争力と持続力を持つ交流６次化モデルの構築特区［指定：平成24年7月、認定：平成25年3月］
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評価指標 進捗度 評点

就農人口≪定性的評価≫ - -

人口の社会増減

■国との協議の結果、現時点で実施可能なことが明らかになった措置
（事項）
　農振法及び農地法に係る協議・許可等の効率化
（概要）
　国との協議の結果、農振法及び農地法の手続きについて、内閣府・農水省・県・市の４者協議の場が設けられたことから、
平成26年３月に12条公告がされ、農振除外が行われた。平成27年７月に農地転用許可を受け、効率的な運用がなされた
が、平成28年１月に事業主体が破産手続きに入り当初計画が進まない状況になっている。今後、関係機関と跡地利用に向
けた調整が課題となる。

ⅱ） 財政・税制・金融支援の活用実績の評価

ⅲ） 地域独自の取組の状況の評価

-285% 1

エネルギー自給率
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Ⅲ 取組全体にわたる事業の進捗と政策課題の解決に関する評価

（専門家所見（主なもの）） 2.0

専門家による評価（専門家の総合的な所見）の平均値 2.0

Ⅰ、Ⅱ及びⅢを１：１：２の比率で計算 (2.6＋2.0＋2.2×2)／4＝2.2

・６次化拠点施設の運営が頓挫したことが大きく足を引っ張っており、それをカバーするためにさまざまな取り組みを展開
しているが、特区として統一的な戦略は構築されていないというのが率直な評価である。
・６次産業化といった場合、何を基盤とし、そこからどのような展開を図っていくかをもう一度検討する必要があるのでは
ないか。今回の内容については、都会からの移住者の獲得にポイントが動いてしまっているようにみえる。
・6次化ネットワーク拠点施設の「南アルプス完熟農園」を中心に事業を展開する計画のものが多く、それの頓挫を境に
計画の進捗が著しく落ち込んでいるものがみられる。評価指標（２）遊休農地面積は大幅な増加になっている。また、評
価指標（３）の周遊観光客数や評価指標（４）人口の増減もは横ばいだが計画からは著しく遅れている。「南アルプス完熟
農園」開店による効果を見込んだものなのでしかたがないが、結果として地域の発展がほとんど見られていない。「南ア
ルプス完熟農園」に変わる方法が容易に見いだせていないからであろう。仮に有効な方法を見つけたとしても、こうした
巨大施設に頼らず地道に展開するには、それなりの時間が必要で、PDCAサイクルを廻して倦まずに実施していくしかな
い。
・当該特区の事業計画は、株式会社南アルプスプロデュースによる６次産業化拠点に多くを期待するものだった。とはい
え、特区の評価指標として設定されている就農人口、遊休農地活用が同社の破綻に起因しているとの分析は適当では
ない。これらは農業の担い手育成や定住促進、農地集約等の施策によって達成されるものであるはず。同社の破綻は
深刻なダメージではあるが、それだけの問題としてしまうべきではないと考える。「地域独自の取り組み」欄が空白なのも
気になる。
・そもそも、６次化拠点施設のみに過度に依拠した過大な目標設定だったところに問題があるのではないか。
・６次産業化拠点については今後民設民営としていくとのことだが、そもそも特区においては自治体当局の適切な関与
が必要なのではないか。破綻の経緯説明からも、市の予算削減が破綻の一因のように読み取れる。
・財政・税制・金融支援の活用や、地域独自の取り組みについても、活発とは評価できない。
・数値目標（６）「エネルギー自給率」のみが、実績値が目標値を上回っている状況であるが、この点は評価したい。

総合評価

2.2
（注）評価に係る評点及び表記の考え方については以下のとおり。
・評価は５～１（評点）で行う。
・進捗度は、100%以上を５、80%以上100%未満を４、60%以上80%未満を３、40%以上60%未満を２、40%未
満を１とする。
・進捗度以外の評価項目における評点は、５：著しく優れている、４：十分に優れている、３：適当であ
る、２：適当であると認めるには不十分である、１：適当であると認められないとする。


